
1 
 

2021 年 11 ⽉ 17 ⽇ 
関⻄電⼒株式会社 

北海道電⼒株式会社 
四国電⼒株式会社 
九州電⼒株式会社 

⽇本原⼦⼒発電株式会社 
 

海外回収ウラン燃料の利⽤について 
 

１．はじめに 

使⽤済燃料の再処理によって得られた回収ウランについては、プルトニウムと同様に、核燃料として有
効利⽤していくことが核燃料サイクルの基本的⽅針であり、電⼒各社は、これまで回収ウランを天然ウラ
ンと同様に燃料加⼯し、PWR では 1991 年以降 200 体以上を、PWR,BWR を合計すると国内商業
炉 13 プラントで 800 体以上の燃料を発電に供してきている。回収ウラン燃料の利⽤実績を別紙１に
示す。 

その使⽤に当たっては、回収ウランの特徴を考慮した影響を事前確認の上、大飯 2 号機向けに 235U
濃縮度を 0.1wt%増加させる設置変更許可を除いて、PWR ステップ 1 燃料（燃料取出最⾼燃焼度
48GWd/t）として天然ウラン加⼯による通常燃料と濃縮度の変更を伴わず同等に扱えることから、設
置変更許可、⼯事計画認可及び燃料体設計認可の申請は不要であると当時の旧通商産業省殿に
より認められている。 

2011 年 3 ⽉の震災による国内プラント停⽌により 10 年程度、回収ウランは国内利⽤されていない
が、電⼒各社は海外での再処理による回収ウランを海外施設に保管しており（海外回収ウラン）、国
内での燃料利⽤を具体的に計画し、進めていくこととしている。スケジュールを別紙２に示す。 

今回、回収ウラン燃料を使⽤するにあたり、回収ウラン燃料の崩壊熱が通常ウラン燃料と⽐べてわず
かに増加するという特徴に関連し、使⽤済燃料ピットの熱負荷値が設置許可本⽂記載値であるため、
新規制基準下における許認可への影響を検討した。検討の結果、回収ウランによる影響は軽微であり、
既許可条件である炉⼼崩壊熱あるいは使⽤済燃料ピットの熱負荷値を許可範囲から逸脱しない、ある
いは、逸脱しないように運⽤段階で管理していくことが⼗分に可能であることを確認した。 

このため、今後の回収ウラン燃料の使⽤においても、従前と同様に設置変更許可申請は不要である
と考える。なお、プラントによって炉⼼構成や本⽂記載値が異なり、運⽤段階での管理⽅法は異なること
から、具体的な管理⽅法は今後個別プラント毎に説明させていただきたい。 
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２．回収ウランの特徴 

ウラン燃料を照射すると 235Uが核分裂反応により減少する⼀⽅で、ウラン同位体（234U、236U等）、
核分裂⽣成物(FP)等の核種が⽣成される。これらの核種は核分裂に寄与するものではない。 

回収ウラン燃料は未照射の段階から、これらの⾮核分裂性かつ中性⼦吸収効果が大きいウラン同位
体を微量に含んだ燃料である。 

 
回収ウラン燃料の同位体組成（PWR ステップ 1 燃料の場合） 

同位体の種類 通常ウラン燃料 再処理 
・濃縮 

回収ウラン燃料 
 （製造時） 照射 （使⽤済） （実績） 

ウラン 232 ― 

→ 

 
 
 
 
 

→ 

 

ウラン 234 〜 0 

ウラン 235 4.1wt％ 

ウラン 236 ― 

ウラン 238 95.9wt％ 

*︓48GWd/t 回収ウラン燃料の実績上の最大値 
 
これらのウラン同位体をわずかに含んだ回収ウラン燃料の特徴とその影響程度は以下のとおり。 
・234U、236U は中性⼦吸収効果が大きく、燃料の反応度をわずかに低下させる。 
  →炉⼼核特性への影響 
・236U の中性⼦吸収により崩壊熱の⾼い 237U 等が増加し、燃料体の崩壊熱がわずかに増大する。 
  →炉⼼崩壊熱、SFP 熱負荷値への影響 
・232U の娘核種が⾼エネルギーのγ線を発するため、線量がわずかに上昇する。 
  →燃料取扱・貯蔵に係る影響 
・その他核種（FP 等）が燃料ペレット物性や照射挙動にわずかに影響する可能性がある。 
  →燃料機械設計への影響 

  

本資料のうち、枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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３．ウラン同位体による影響の既許可上の考慮 

天然ウランから製造した通常ウラン燃料であっても、照射によって 234U、236U 等のウラン同位体が⽣
成され、許認可ではこれら核種の影響は燃料の照射開始から使⽤済燃料となるまでの特性変化として
炉⼼設計や崩壊熱計算において考慮されている。 

回収ウラン燃料は、照射開始時点からこれら核種がわずかに含まれる点が通常ウラン燃料と異なるが、
いったん照射すれば、通常ウラン燃料と回収ウラン燃料とは燃料物性や核的挙動が大きく異なるもので
はない。 
 

４．回収ウラン燃料による影響 

新規制基準施⾏前については設置許可不要とのご判断を頂いていたものの、上記の回収ウランの特
徴を踏まえて、新規制基準施⾏以降での回収ウラン燃料導⼊による既許可への影響を確認した。 

なお、以下の影響評価では、回収ウラン燃料中の 
想定した保守的な設定としているが、実際のウラン同位体含有率が

低い場合は、影響もさらにわずかとなる。 
 

４．１．炉⼼核特性への影響 

通常ウラン燃料を回収ウラン燃料に置き換えると燃料１体当たりの反応度がわずかに低下するため、
炉⼼として所定の反応度を確保するためには、１サイクルにおける回収ウラン燃料の装荷可能割合には
自ずと上限が現れることになる。 

ここでは、代表的な炉⼼として、PWR３ループ 55GWd/t ウラン+MOX 炉⼼（ウラン 117 体、
MOX40 体装荷）においてサイクル毎に 16 体の新燃料回収ウラン燃料を装荷する炉⼼に対して炉⼼
解析を⾏った。 

解析の結果、通常ウラン燃料炉⼼との差異は軽微であり、取替炉⼼の安全性確認においても制限
値に⼗分な余裕があることが確認された。 

なお、回収ウラン燃料を装荷することで、局所的な出⼒分布についてもわずかな影響が考えられるが
軽微であり、回収ウラン燃料を装荷した炉⼼も既許可の取替炉⼼のばらつきの範囲内であり、既許可の
評価に影響を与えない。 
  

本資料のうち、枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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表 取替炉⼼の安全性確認項目 
 

 

※回収ウランの影響が大きくなるように、回収ウラン燃料の組成を                          して評価

回収55ウラン
＋MOX炉⼼※

平衡 平衡 平衡 平衡
組成 代表Pu組成 低Pu組成 ⾼Pu組成 代表Pu組成

反応度停⽌余裕 EOC %Δk/k ≧1.8 2.47 2.49 2.39 2.48
kW/m ≦39.6 33.1 32.8 34.7 34.7

(UO2) ≦55,000 53,500 53,200 53,700 54,100
RU≦55,000 - - - 53,600

(MOX) ≦45,000 41,900 42,300 40,400 40,200
--- ≦1.52 1.45 1.43 1.46 1.48

BOC HZP ＜0 -11.3 -10.5 -11.9 -11.0
EOC HFP ≧-78 -66 -65 -67 -67

≦-1.8 -2.6 -2.6 -2.6 -2.6
≧-5.2 -3.6 -3.6 -3.6 -3.6

%Δk/k ≦0.25 0.18 0.18 0.18 0.2
--- ≦1.84 1.68 1.67 1.71 1.7

BOC HZP --- ≦14 6.4 6.4 6.7 10.1
BOC HFP --- ≦5.0 2.1 2.1 2.1 2.3
EOC HZP --- ≦26 14.4 13.5 14.8 14.6
EOC HFP --- ≦5.0 2.3 2.1 2.3 2.1
BOC HZP %Δk/k ≦0.90 0.34 0.37 0.31 0.58
BOC HFP %Δk/k ≦0.15 0.03 0.03 0.03 0.03
EOC HZP %Δk/k ≦1.00 0.6 0.59 0.61 0.6
EOC HFP %Δk/k ≦0.15 0.03 0.03 0.03 0.04

pcm/sec ≦86 50 47 50 46最大反応度添加率

ドップラ温度係数 pcm/℃

落下制御棒価値
制御棒落下時　　FDH

N

制御棒 飛び 出し
時 FQ

飛び出 し制 御棒
価値

最大線出⼒密度

燃料集合体最⾼燃焼度 MWd/t

FXYN

減速材温度係数 pcm/℃

項目 単位
炉⼼

通常55ウラン＋MOX炉⼼

本資料のうち、枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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４．２．崩壊熱への影響 

代表的なウラン燃料、回収ウラン燃料及び MOX 燃料の崩壊熱は以下のとおり。崩壊熱は冷
却期間とともに低下していくが、主に 236U の影響により、回収ウラン燃料の崩壊熱は通常ウラン
燃料に対してわずかに大きく、104〜105秒付近で 3~5%程度大きくなる。⼀⽅で、MOX 燃料
とウラン燃料を⽐較すると、FP 崩壊熱はウラン燃料の⽅が大きく、アクチノイド崩壊熱は MOX 燃
料の⽅が大きい傾向があるため、原⼦炉停⽌後しばらくの間はウラン燃料の⽅が崩壊熱は⾼い
が、その後は MOX 燃料の⽅が⾼くなる傾向にある。 

 

 
図 回収ウラン燃料と通常ウラン燃料と MOX 燃料の崩壊熱計算結果（3 ループ） 

 

４．２．１ 炉⼼崩壊熱評価への影響 

炉⼼崩壊熱への影響を確認するため、代表的な炉⼼として PWR３ループ 55GWd/t ウラン
+MOX 炉⼼に回収ウラン燃料を 50 体(16 体×3 サイクルを超える体数)装荷した条件で評価
を⾏った。 

その結果、回収ウラン燃料を装荷したとしても安全解析⽤崩壊熱を下回っており、既許可の
安全評価に影響がないことを確認した。 

1.0E-04

1.0E-03

1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00 1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06 1.0E+07

崩
壊
熱

(
定
格
出

力
比

)

冷却時間 (sec)

：回収ウラン燃料 (4.8wt%, 55GWd/t)

：ウラン燃料 (4.8wt%, 55GWd/t)

：MOX燃料 (Put：10.9wt%, 45GWd/t)



6 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）崩壊熱（定格出⼒⽐）             （２）炉⼼崩壊熱との差（積算値） 
 

図 炉⼼平均崩壊熱 
 
説明︓左図は、崩壊熱の定格出⼒⽐を示しており、回収ウラン燃料を装荷しても安全解析⽤崩壊

熱を下回る。右図は、安全解析⽤崩壊熱と回収ウラン炉⼼崩壊熱の差分を積算したもので
あり、差は冷却期間を通じて確保されている。 

 

４．２．２ SFP 熱負荷値への影響 

SFP 熱負荷値は、SFP 重大事故等対策の有効性評価における⼊⼒条件として新規制基準施⾏
後に設置許可本⽂⼗号に追加された項目である。既許可の本⽂記載値は、崩壊熱の⾼い燃料から順
に SFP の貯蔵容量の満杯に貯蔵する等の過度に保守的な評価条件で算出した値である。このため、こ
れらの保守的な評価条件に対して、現実的な燃料貯蔵条件を想定することにより、現⾏許認可で示し
ている本⽂記載値を逸脱しないことを確認できる。 

既許可の条件と現実的な条件の例は表のとおりである。 
  

1.0E-04

1.0E-03

1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00 1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06 1.0E+07

崩
壊

熱
(
定

格
出

力
比

)

冷却時間 (sec)

安全解析用崩壊熱

J-MOX燃料(Put:10.9wt%, Puf:7.0wt%)40体＋55GWd/t回収ウラン燃料50体＋55GWd/t通常ウラン燃料67体

安全解析用崩壊熱 

MOX燃料＋回収ウラン 

1.0E-04

1.0E-03

1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+00 1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06 1.0E+07

安
全

解
析

用
崩
壊

熱
と
の

差
(定

格
出
力

比
・

se
c
)

冷却時間 (sec)

J-MOX燃料(Put:10.9wt%, Puf:7.0wt%)40体＋55GWd/t回収ウラン燃料50体＋55GWd/t通常ウラン燃料67体

MOX 燃料＋回収ウラン 
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＜既許可におけるＳＦＰ熱負荷評価条件と現実的な条件（例）＞ 
 既許可の保守的条件 現実的な条件（例） 
燃焼度 均等 3 バッチ 実炉の燃焼度を設定 
冷却期間 8.5 ⽇ 実績に基づいて保守的に設定する⽇数 

貯蔵体数・
貯蔵⽅式 

共⽤号炉︓21 か⽉冷却 
（共⽤号炉が運転炉と想定） 

共⽤号炉が廃炉対象の場合は、廃炉に
応じた燃料冷却期間を設定 

MOX 支配的貯蔵 
（崩壊熱が大きい使⽤済ウラン燃料以外
は実際に想定される MOX 体数にかかわら
ず使⽤済 MOX 燃料が SFP に支配的に
貯蔵される設定） 

MOX 貯蔵を現実的に設定 
（プラント供⽤期間中に発⽣し得る最大
体数の使⽤済 MOX 燃料を優先的に
SFP に貯蔵する設定） 

想定する定検期間︓30 ⽇ 実績ベースの定検期間 
 

冷却期間の効果 
SFP 熱負荷値は、原⼦炉停⽌から燃料取出完了までの期間が短いほど大きくなる。実際の

取出期間より保守的に短い設定としているが、燃料の冷却⽇数の条件を現実的な条件で考え
ることが可能である。 
 例として、4.2.1 と同様に PWR3 ループ 55GWd/t ウラン+MOX 炉⼼において、回収ウラン
を 48 体装荷することを想定した場合、回収ウラン装荷体数増加に伴う取出燃料崩壊熱への影
響の程度、および⾄近取出燃料の冷却⽇数をもとにより現実的な条件に⾒直した場合の SFP
熱負荷への影響の程度は、以下の通りである。 

 
⾄近取出燃料冷却⽇数を現実的な条件に⾒直した場合の SFP 熱負荷への影響 

（PWR3 ループ 55GWd/t ウラン+MOX 炉⼼の例） 

考慮燃料 
通常ウラン燃料(117 体) 

＋MOX 燃料(40 体) 

通常ウラン燃料(69 体) 

＋MOX 燃料(40 体) 

＋回収ウラン燃料(48 体) 

通常ウラン燃料(69 体) 

＋MOX 燃料(40 体) 

＋回収ウラン燃料(48 体) 

⾄近取出燃料 
の取出完了時点 
（冷却⽇数） 

8.5 ⽇*1 8.5 ⽇ 9.0 ⽇*2 

取出燃料崩壊熱 基準 基準 ＋ 約 0.07MW 基準 － 約 0.15MW 

*1︓運転中の全 PWR での SFP 熱負荷算定時の条件 
*2︓運転中の全 PWR での⾄近 10 サイクルにおける、原⼦炉停⽌から SFP への 

燃料取出完了までの期間は、すべて 9.0 ⽇以上。 
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なお、上記の冷却期間以外にも到達燃焼度や貯蔵体数・貯蔵⽅式にも保守性が含まれて
いる。これらの条件⾒直しによる影響を別紙３に示す。 

 

４．３．燃料取扱・貯蔵時の線量強度の上昇 

未照射の回収ウラン燃料は、232U の影響により通常燃料よりも取扱時や貯蔵時の線量がわずかに
増加するため、それを考慮した管理が必要になる。具体的には、線量評価あるいは実測に基づく遮へい
や現場作業時間の管理が該当するが、影響は軽微であり、これまでの導⼊実績から管理要領は確⽴し
ており許認可上の影響はない。 

なお、未照射の回収ウラン燃料は新燃料保管庫あるいはSFP での保管となるが、過去にも新燃料保
管庫での保管は実績があり、また SFP での新燃料の保管も既許可の範囲内で可能である。 
 

４．４．燃料機械設計への影響 

回収ウラン燃料は、ウラン同位体の核種が含まれるため、燃料ペレット物性や照射挙動におけるわず
かな影響の可能性がある。回収ウラン燃料は、通常ウラン燃料と⽐較してウラン同位体の組成がわずか
に異なるが、同位体組成によるペレット物性への影響はない。また、回収ウラン燃料は、通常ウラン燃料
と⽐べて 236U 等の影響により出⼒が低下するため、燃料温度は低くなる傾向と⾔え、燃料挙動を厳しく
するものではない。 

その他の燃料集合体の構造強度については、通常ウラン燃料と同⼀設計とすることで影響はない。ま
た、下図のとおり軸⽅向出⼒分布も同等であることから最⼩ DNBR 評価にも影響はないと考えられる。 

以上のとおり、燃料機械設計への影響は軽微であると考えられる。 
 

  
MOX燃料＋回収ウラン 
MOX 燃料 
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５．まとめ 

回収ウラン燃料を使⽤した場合の新規制基準下における許認可への影響を検討した。検討の結果、
回収ウラン燃料による影響は軽微であり、実際の炉⼼構成を踏まえて運⽤段階で適切に管理することに
より、既許可の範囲内で使⽤可能であることを確認した。 

このため、今後の回収ウラン燃料の使⽤に当たっては、これまでと同様、235U 濃縮度を通常燃料から
変更しない場合には、設置変更許可申請をせずに必要に応じて運⽤管理にて進めることとしたい。 

本資料では、回収ウランにおける⾮核分裂性かつ中性⼦吸収効果が大きいウラン同位体の含有率を
保守的に設定して影響を評価したが、実際の回収ウランの影響はこれよりも更に⼩さく、また、プラント毎
で想定する炉⼼構成にも依存する。 

したがって、本資料で述べたような運⽤段階での管理⽅法は、今後個別プラント毎に当該電⼒により
具体的に説明させて頂きたい。このため、既許可条件を逸脱しないことを担保する運⽤としては、取替炉
⼼毎に崩壊熱を確認することや社内規定にて管理することが考えられる。 

 
以上 
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別紙 1 
国内における回収ウラン燃料の利⽤実績 

 
国内では 1987〜2009 年にかけて複数プラントにおいて使⽤実績がある。当該回収ウラン燃料の濃

縮度は後述の大飯２号機を除き反応度補償を⾏わず通常燃料と同じとしたため、旧通商産業省殿よ
り設置変更許可、⼯事計画認可及び燃料体設計認可の申請は不要とのご判断を頂き申請は⾏わな
かった。なお、添付書類四「原⼦炉の運転に要する核燃料物質の取得計画を記載した書類」のとおり、
通常のウラン燃料に加えて回収ウラン燃料を使⽤することが、いずれの発電所に対しても設置変更許可
を取得している。（添付１）。なお、反応度補償の観点で初期濃縮度を⾼めた場合※１に限って申請
書本⽂のウラン２３５の濃縮度の記載を変更している（添付２）が、現時点で既許認可の範囲を超
えて初期濃縮度を⾼める予定はない。なお、過去にメーカが申請したスリーブ材変更に係る燃料体設計
認可申請書において回収ウランを使⽤する旨を記載したことがある（添付３）。 

電⼒会社 プラント 装荷時期 装荷体数 再処理⼯場名称 
関⻄電⼒ 大飯２号機※１ 1991 年 ２０体 東海再処理⼯場 

関⻄電⼒ 美浜３号機 1995 年 ５２体 ラアーグ再処理⼯場 
関⻄電⼒ ⾼浜１号機 2003 年 ２４体 東海再処理⼯場 
関⻄電⼒ ⾼浜１号機 2004 年 ２４体 ラアーグ再処理⼯場 
関⻄電⼒ ⾼浜２号機 2005 年 ２４体 ラアーグ再処理⼯場 
関⻄電⼒ ⾼浜１号機 2007 年 ２４体 ラアーグ再処理⼯場 

⽇本原⼦⼒発電 敦賀２号機 2002 年 ２４体 東海再処理⼯場 

四国電⼒ 伊⽅３号機 2003 年 １２体 東海再処理⼯場 
九州電⼒ 川内２号機 2005 年 １２体 東海再処理⼯場 
東京電⼒ 福島第⼀３号機 1987 年 ４体 東海再処理⼯場 
東京電⼒ 福島第⼆１号機 1993 年 ２４体 東海再処理⼯場 
東京電⼒ 柏崎刈⽻６号機 2006 年 １９６体 東海再処理⼯場 
東北電⼒ ⼥川３号機 2006 年 ６８体 東海再処理⼯場 

東北電⼒ ⼥川３号機 2007 年 ３８体 東海再処理⼯場 
東北電⼒ ⼥川３号機 2009 年 ４体 東海再処理⼯場 
中国電⼒ 島根２号機 2006 年 １００体 東海再処理⼯場 
中国電⼒ 島根２号機 2007 年 ３６体 東海再処理⼯場 
中部電⼒ 浜岡３号機 2008 年 ９６体 東海再処理⼯場 
中部電⼒ 浜岡３号機 2009 年 ６４体 東海再処理⼯場 

※１ 大飯２号機の回収ウラン燃料は 235U 濃縮度 4.2wt%としたため設置変更許可申請を実施 
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別紙２

本資料のうち、枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。
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SFP 熱負荷値への影響として現実化する項目について 

 本⽂中では代表プラント（PWR3 ループ 55GWd/t ウラン+MOX 炉⼼）に対して、冷却期間を現
実化した場合に回収ウランを装荷しても SFP 熱負荷値が本⽂⼗号記載値の範囲であることを説明した。
⼀⽅、個別プラントによってどの条件を現実化するかは異なることから、他の条件による効果についても説
明する。 

【再掲】＜既許可におけるＳＦＰ熱負荷評価条件と現実的な条件（例）＞ 
 既許可の保守的条件 現実的な条件（例） 
燃焼度 均等 3 バッチ 実炉の燃焼度を設定 
冷却期間 8.5 ⽇ 実績ベースの燃料取出期間 

貯蔵体数・
貯蔵⽅式 

共⽤号炉︓21 か⽉冷却 
（共⽤号炉が運転炉と想定） 

共⽤号炉が廃炉対象の場合は、廃炉に
応じた燃料冷却期間を設定 

MOX 支配的貯蔵 
（崩壊熱が大きい使⽤済ウラン燃料以外
は実際に想定される MOX 体数にかかわら
ず使⽤済 MOX 燃料が SFP に支配的に
貯蔵される設定） 

MOX 貯蔵を現実的に設定 
（プラント供⽤期間中に発⽣し得る最大
体数の使⽤済 MOX 燃料を優先的に
SFP に貯蔵する設定） 

想定する定検期間︓30 ⽇ 実績ベースの定検期間 
 

燃焼度の効果 
   SFP 熱負荷の既許可本⽂記載値は、各サイクルで燃焼度が最⾼燃焼度の 1/3 ずつ均等に

燃焼するという仮定（均等３バッチ）に対し、実炉における取り出し燃料は均等３バッチのとお
り燃焼することは無く、より燃焼度の低い燃料が多数存在することとなることから、燃焼度の条件
を現実的な条件で考えることが可能である。 

 
貯蔵体数・貯蔵⽅式の効果 

SFP 熱負荷値の評価においては、他号炉から取り出された燃料も含めて崩壊熱の⾼い燃料
を貯蔵している保守的な想定で評価している。このため、他号炉が廃⽌措置中である状況や、
現実的な貯蔵⽅式を選択する等の現実的な管理を考慮することが可能である。 

例として、使⽤済燃料ピットを共⽤する大飯３，４号炉の場合、共⽤号炉（大飯 1,2 号
炉）から 21 か⽉冷却済み燃料が搬⼊されることを前提として SFP 熱負荷を評価しているが、
大飯1,2 号炉は廃⽌措置中であり、当該号炉の使⽤済燃料ピットに貯蔵される燃料の冷却⽇
数は全て 10 年以上経過している。大飯 1,2 号炉使⽤済燃料ピットより搬⼊される燃料の冷
却⽇数を 10 年とし評価する場合、SFP 熱負荷は約 0.5MW 程度低減されると概算され、回
収ウラン導⼊による SFP 熱負荷への増加影響は、この裕度に包含される。 

 

別紙３ 
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貯蔵体数・貯蔵⽅式を現実的な条件に⾒直した場合の SFP 熱負荷への影響 
（PWR4 ループ 55GWd/t ウラン炉⼼の例） 

 SFP 熱負荷への影響 
回収ウラン装荷に伴う増加分 ＋約 0.3MW 
現実的な管理にした場合の減少分 ー約 0.5MW 
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１
，

２
，

４
（

３
）

号
機

か
ら

運
搬

さ
れ

た
使

用
済

燃
料

か
ら

発
生

す
る

崩
壊

熱
を

想
定

注
１

：
高

浜
１

，
２

号
機

55
G
MW

d/
t燃

料
使

用
等

に
伴

う
原

子
炉

設
置

変
更

許
可

申
請

（
平

成
20

年
8月

申
請

）
安

全
審

査
に

お
け

る
使

用
済

燃
料

ピ
ッ

ト
冷

却
設

備
の

評
価

条
件

注
２

：
高

浜
３

（
４

）
号

機
の

使
用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

の
燃

料
保

管
容

量
は

１
，

７
６

９
体

高
浜

１
，

２
号

機
か

ら
の

発
生

分
*
２

取
出

燃
料

崩
壊

熱
：

10
.4

08
M
W　

（
燃

料
体

数
：

1
,7

69
体

）

高
浜

４
（

３
）

号
機

か
ら

の
発

生
分

冷
却

期
間

ウ
ラ

ン
燃

料
高

浜
３

（
４

）
号

機
か

ら
の

発
生

分

冷
却

期
間

ウ
ラ

ン
燃

料
MO

X
燃

料

燃
料

取
替

ス
キ

ー
ム

 

高
浜

３
（

４
）

号
機

使
用

済
燃

料
ピ
ッ

ト
に

貯
蔵

す
る

使
用

済
燃
料

の
熱

負
荷

（
停

止
時

）
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